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１．はじめに

　昨年度後半より世界経済は未曾有の景気後退の局面へ

突入し、塗料業界も大きな影響を受けている。弊社の経営

の基軸は「利益と公正」であり、このような状況下でも「公正」

の部分をおろそかにすることなく適正な「利益」が出せるよう

全員の努力の結集が求められている。ここ約１０年の間には

多くの法改正があり、弊社においてもこれらへの対応を図る

とともに今後へ向けた調査研究を行っている。

　塗料産業は化学産業の中に位置し、素材メーカーが生産

する種々の１次原料を活用し、自動車、家電、建築資材など

我々の顧客が生産する工業製品の寿命を延ばすことや製品

の付加価値を高めること、社会的インフラ設備等の長寿命

化に役立つことで社会に貢献している。

　色材としての機能は高い精度を要求されることも多く、塗

料の製品構成は多品種となることが一般的で、設計・製造・

販売・管理に多くの工数を要する。また、塗料製品そのものは

最終製品とはならず、一般に顧客での塗装工程を経て構造

物や成型品（部品や最終製品）に塗布され、塗膜を形成する

環境・安全に関する規則（第７回）

ことで機能を発揮する特殊性を有している。とりわけ工業製

品の市場は国内にとどまらず、世界中へ展開されることから

グローバルな対応を要求されるなど、多岐にわたる要求項目

に効率的に対応していくことが求められる。

　本稿では、塗料製品に特に関連が深い国内外の化学物

質管理に係る法規制の動向をまとめた。製品開発、展開な

どにおいて一助となれば幸いである。

２．塗料の特徴

　塗料は比較的薄い膜（数１０～数１００ μｍ：１ μｍは１／

１０００ ｍｍ）で防食機能や光劣化防止機能などを発揮し、各

種施設や製品の耐久性向上に寄与するとともに、低価格で

手軽に美粧性を付与する手段として生活に潤いを持たせる

役割を果たしてきた。これらの機能を効率的に発現させるた

め、塗料・塗装技術者は多種多様な材料を検討し、時代の要

請に合った塗料・塗装技術開発を行っている。一般的な塗

料の構成成分の概要を図１に示す。発色のための顔料、そ

れらを皮膜として固定させるための樹脂、塗装作業時に適切

な流動性を与え、均一で強靭な塗

膜を形成させるための溶剤、添加

剤など、塗料は多くの化学物質の

組み合わせで構成されていること

が理解いただけると思う。

　塗料の一般的な製造工程を図

２に示す。基本的には原材料メー

カー（サプライヤー）から調達した

素材を配合し、これらを物理化学

的に安定な状態を保てるように混

合することで塗料としている。具

体的には、疑似凝集している顔料

などの色材を所定の粒子の大きさ

までほぐし、バインダーである樹脂

液に均一に分散させることで安定

化させる。このときに各種の添加

剤を処方することで、塗装時の作

業性を確保するとともに発色性や
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所期の性能を発揮する塗膜を形

成できるようにしている。

　塗料のライフサイクルの概念図

を図３に示す。塗料製造及びそ

の使用（塗装）時までは調剤として

化学物質の性質が強いが、塗装さ

れ塗膜になってからは成型品の一

部分となる。塗膜は一般に素材

を保護する強靭なプラスチックの

固形膜であり、その危険有害性に

よるばく露リスクは塗料段階に比

べ格段に低減されている。上述し

た様に、塗料は化学物質が持つ良

い性質を利用して社会に貢献して

いるが、化学物質の中にはその使

用方法を誤ると大きな問題を起こ

す可能性を持つものがあることか

ら、危険有害性が高いと認められ

る物質の使用禁止など、これまで

も安全に充分配慮した塗料・塗装

設計管理を行ってきた。多くの化

学物質を配合（調合）して製造さ

れる塗料においては、源流である

原材料の危険有害性管理が最も

効果的であると考え、特に原材料

選定時に危険予知の対策を取っ

ている。そのフローを図４
１）
に示す。

　近年、工業化の進展により使用

する化学物質の種類や量が大幅

に増加した。また、これに呼応する

ように地球環境問題への対応とし

て、未然防止をも視野に入れた化

学物質管理が検討され始め、多く

の情報が扱われるとともに世界的

規模での化学物質管理が進めら

れるようになってきた。塗料を生

産するものとして、これまで以上に

効率的かつ適正な対応が要求さ

れる。

３. 国際的化学物質管理
     の動向

　 化学物質管理のグローバルな

動きは、１９９２年にリオ・デ ・ジャネ

イロで開催された地球環境サミッ

トで採択されたアジェンダ２１「環

境との調和を図りながら持続可

能な発展を実現するための行動

計画」に端を発する。２００２年に

図２　一般的な塗料の製造工程フロー 
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は南アフリカのヨハネスブルグで開催された第２回地球サ

ミット「持続可能な開発に関する世界首脳会議」（ＷＳＳＤ ：

World Summit on Sustainable Development）において行動

計画の継続推進が確認され、「国際的な化学物質管理の

ための戦略的アプローチ」（ＳＡＩＣＭ：Strategic Approach 

to International Chemicals Management）を策定すること

が決定された。ＳＡＩＣＭは２００６年２月の国際化学物質管

理会議（ＩＣＣＭ：International Conference on Chemicals 

Management）において取りまとめられ、国連環境計画（ＵＮ

ＥＰ：United Nations Environment Programme）において承

認された。

　ＥＵ（欧州連合）においては、これらの一環として新規な

化学物質管理規則である「ＲＥＡＣＨ」が２００７年６月に施行

され、既存化学物質をも含めた化学物質管理が始まった。

北米においても化学品規制法「ＴＳＣＡ」に加え、高生産量化

学物質の安全性情報を企業の協力で収集する「ＵＳチャレン

ジ」などのプログラムが進められている。

　日本においては関連法の定期的見直しに合わせ、これら

潮流への整合化を図ることや、従来のハザード評価からリス

ク評価を基軸とする自主取組みを包括していくような政策

への転換が始まっている。さらには個別の化学物質に関す

る安全情報の見直しにより、新たな規制の設定、緩和などの

見直しも検討されている。

　国内外の化学物質規制の動向と弊社がこれまで行ってき

た化学物質管理とを図５に示す。

４．日本国内の法動向

　4.1  概要

　行政による法改正議論の中でまとめられた化学物質管理

に係る国内法制度の関連図を図６
２）
に示す。人の健康への

影響、環境への影響、ばく露の形態などから整理されたもの

であるが、多くの法制度が複雑に絡み合っていることが見て

取れる。

　以下、塗料業界に関係の深い、化学物質審査規制法、化

学物質排出把握管理促進法、労働安全衛生法、毒物及び劇

物取締法などについて動向を紹介する。

　4.2  化学物質審査規制法（化審法）

　１９６８年、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）が混入した米ぬか

油を食した約１万４千人に健康被害が発生し、大きな社会問

題となった。これをきっかけに、人の健康を損なうおそれが

ある難分解性、高蓄積性を有する化学物質による環境の汚

染を防止するため、化学物質審査規正法（化審法）が制定さ

れた。２００４年４月に施行された法改正では、生態系保全の

観点からの審査が追加されるとともに監視物質の枠組みが

拡張された。現行法の概要は以下のとおりである。

　１）特定化学物質の製造・輸入禁止、制限

・ＰＣＢを始めとする第一種特定化学物質（高蓄積性

物質）の製造・輸入禁止
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・第二種特定化学物質（人や環境への毒性物質）の製

造、輸入予定数量の事前届出と実績数量の報告

※弊社では第一種特定化学物質、第二種特定化学物

質ともに使用禁止物質として原材料選定時に排除し

ている。

　２）新規化学物質製造・輸入申請

既存化学物質名簿に無い新規な化学物質を製造、輸

入する際には、決められた安全情報（評価結果）を付

して事前に申請し登録承認を受ける必要がある。

※弊社では原材料選定時に化審法登録承認の有無

を確認し、万一承認を受けていない場合は使用禁止

にして排除している。また、自社で開発した新規なポ

リマーについては高分子フロースキームを利用し申請

登録を行っている。

　３） 監視物質の製造、輸入数量把握

毒性が未確定で高蓄積性を示す既存化学物質（第一

種監視化学物質）、人への毒性の疑いがある物質（第

二種監視化学物質）や動植物一般への毒性がある物

質（第三種監視化学物質）は、製造・輸入数量を把握

し、監視する事が法のもとで義務付けられている。

※弊社では３年に１回行われる既存化学物質の調査

報告も含め、これらの数量（輸入量）把握へも毎年対

応している。

　４） 塗料原料に関わる最近のトピックス

　① 新規物質の指定

ベンゾトリアゾール系の一部のＵＶ吸収剤（2-(2H-1,2,3-

ベンゾトリアゾール-2-イル)-4,6-ジ-tert-ブチルフェノール：

Cas No. 3846-71-7）が 化審法施行令（平成１９年政令第

３３２号）で第一種特定化学物質に指定され、製造・輸入の

禁止措置がとられた。

② 微量不純物としての第一種特定化学物質の含有

ヘキサクロロベンゼン（ＨＣＢ）などの第一種特定化学

物質を副生成物として微量含有する場合の取扱いを明確

にするため、「化学物質の審査及び製造等の規制に関す

る法律の運用について（化審法の運用薬食発第０３２５００１

号、平成１６･３･１９製局第３号）」と「化学物質の輸出承認

について（平成１８･０３･０８貿局第１号　輸出注意事項１８

第３号）」が２００７年１０月に改正された。これにより第一種

特定化学物質を微量含有するものでも、三省（経済産業

省、厚生労働省、環境省）に届出て承認されたものについ

ては、特定の管理の下で製造や輸出が認められるように

なった。２００８年１２月には一部の顔料の利用可能な最良

の技術（ＢＡＴ：Best Available Technology/ Techniques）

に基づくＨＣＢの含有基準値が設定され
３）
、含有量が基準

値以下であれば、もはや化審法の第一種特定化学物質と

みなされないことが決まった。翌年１月には併せてＱ＆Ａ

の改正も行われた
４）
。
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５） 国際整合化へ向けた法改正

すべての化学物質による人や動植物への悪影響を最

小化するため、包括的な管理制度を導入するとともに、化

学物質規制の国際整合性を確保することを内容とする

法改正へ向けた法案が閣議決定され、本年度開催の第

１７１回 通常国会へ提出された。４月１７日に衆議院を通

過し（付帯決議あり）、５月１２日の参議院審議において可

決された（付帯決議あり）。

改正案の概要
５）
は以下の２点である。

① 既存化学物質対策

  ・ 既存化学物質を含むすべての化学物質について、一定

数量以上製造・輸入した事業者に対してその数量等の届

出を新たに義務付ける。

 ・ 国は、上記届出を受けて、詳細な安全性評価の対象と

なる化学物質を、優先度を付けて絞り込む。これらについ

ては製造・輸入事業者に有害性情報の提出を求め、評価

を実施する。

 ・その結果により、有害化学物質及びその含有製品を

製造・使用規制等の対象とする。

② 国際的整合性の確保

 ・ 国際条約で新たに規制対象に追加される物質につい

て、厳格な管理の下で使用できるようにする。

　 特定化学物質については、これまで規制の対象として

いた「環境中で分解しにくい化学物質」に加え、「環境中

で分解しやすい化学物質」についても対象とすることや、

流通過程における適切な化学物質管理の実施の目的で、

特定化学物質及び当該物質が使用された製品による環

境汚染を防止するため、取扱事業者に対して一定の取扱

基準の遵守を求めるとともに、取引に際して必要な表示

を行なう義務を課すなど、サプライチェーンでの新たな枠

組みも設定されており、これまで以上に上流からの情報

伝達が重要になる。

　また、新規物質の届出において、少量新規化学物質や

ポリマー申請については、国際的整合性に合わせた緩和

措置が考えられており、今後の政省令の公布が待たれる

ところである。

　4.3  化学物質排出把握管理促進法（化管法）

　１９９９年７月に新設され、２００１年度実績よりＰＲＴＲ制

度による化学物質の排出･移動量把握管理がスタートした。

弊社はパイロット事業の時から一部活動を開始しており、事

業所からの排出量削減対策として、ベーパーリターン装置の

設置や、製造設備の密閉性向上などの取組みを行ってきた。

大気排出量の算出においては、法施行に対応するため本社

コンピュータを利用した集計システムを構築し、社団法人 

日本塗料工業会の「製造工程からの排出量推計マニュアル」

（２００１年５月発行）に準拠した形で算出している。集計対象

物質は、社団法人 日本化学工業協会が指定している自主管

理物質についても把握を行い（合計４８０物質）、毎年環境報

告書で報告している。なお、２００３年度には、より実態に近い

把握ができるよう算出方法の一部見直しを行っている。

　化管法のもう一つの柱であるＭＳＤＳ制度へ対応するた

め、原材料のサプライヤーへＰＲＴＲ情報に対応したＭＳＤ

Ｓの提供を要請し、社内データベースの更新を行った。あわ

せて、特定の汎用混合溶剤においては便宜上の代表値を設

定して対応した。塗料は非常に多くの種類の化学物質を含

有していることから、今後とも原料ＭＳＤＳ情報と設計情報

に基づいた化学物質把握管理を継続するとともに、データや

数値の信頼性の向上に努めていく。

　この法律の附則に「この法律の施行後７年を経過した場

合において、この法律の施行の状況について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」と記され

ている。２００７年がこの年にあたるため、環境省、経済産業省

の合同審議会で、指定化学物質の変更、届出事業者の要件

など化管法の課題とその方向性について協議され、改正に

向けた準備が進められてきた。合同審議会の報告書は、関

係省庁のホームページ
６）
で閲覧できる。

　「法律施行令の一部を改正する政令」
７）
が２００８年１１月２１

日に公布され、対象化学物質と対象業種の見直し、およびＭ

ＳＤＳ制度とＰＲＴＲ制度の施行日がそれぞれ明示された。

　①対象化学物質

・ 第一種指定化学物質　３５４物質 → ４６２物質

（うち特定第一種指定化学物質　１２物質 → １５物質）

・ 第二種指定化学物質　８１物質 → １００物質　

　②施行日

 ・ 新規指定化学物質に基づくＭＳＤＳの提供は２００９年

１０月１日から開始

 ・ 新規指定化学物質の排出量・移動量の把握は２０１０年４

月１日から開始（届出は２０１１年）

　スケジュールの概要を図７に示す。

　塗料製品のＭＳＤＳは原料ＭＳＤＳに基づいて作成して

いることから、短期間の中で情報の入手と発信を計画的に実

施していく必要がある。

　4.4  労働安全衛生法

　１９６０年代にわが国の産業経済は飛躍的に発展したが、

そのかげには多くの労働者が労働災害を被っていた現実が

あった。このため労働者の安全衛生に関する法律が制定さ

れている。労働災害防止のための危害防止基準の確立、責

任体制の明確化および自主活動の促進等に関する総合的

な対策を進めることにより、職場における労働者の安全と健

康を確保するとともに、快適な職場環境形成を促進すること

を目的としている。基本的には塗料製造に関わる法律であ

るが、塗料を使用する事業者においてはこの法律の規制を

受ける場面もあるので、製品の情報伝達の側面でも重要な

法律である。有機溶剤中毒予防規則（有機則）、鉛中毒予

防規則、特定化学物質等障害予防規則（特化則）などの各

規則で指定されている物質についてはＭＳＤＳ等でしっかり

と情報を伝達することが必要である。

　２００５年に公布された一部を改正する法律（法律１０８号）
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では化学物質等の表示、文書公布制度の改善（法第５７条、

第５７条の２関係）として、危険・有害な化学物質について、容

器・包装の表示や、譲渡・提供の際の文書公布に関する制度

の改善、すなわちラベルとＭＳＤＳへのＧＨＳ要素の導入が

行われ、２００６年１２月１日に施行された。これに伴い、表示

対象物質や通知対象物質に、従来の有害性だけでなくニト

ロセルロースなどの危険物も加わった。詳細は『塗料の研

究』１４７号
８）
を参照していただきたい。

　また、有害物ばく露作業報告
９）
の創設（安衛則第９５条の

６）など、職場における労働者の安全と健康の確保をより一

層推進するための告示「平成１８年厚生労働省告示第２５号」

も公布された。対象物質を一事業所当たり年間５００kg以

上取り扱った場合に、事業者は指定された期限までに有害

物ばく露作業報告書を所轄労働基準監督署へ届出る必要

がある。２００６年度の対象物質はホルムアルデヒドはじめ５

物質、２００７年度はニッケル化合物はじめ１０物質、２００８年度

は4, 4’-メチレンジアミンはじめ４４物質と毎年対象物質が変

更になり指定されている。２００９年度は２０物質が指定され

たが、酸化チタンやエチルベンゼンなど塗料に多く使用され

ている物質が対象になっている。規制値以上含有するもの

を扱う場合に報告の対象となる。図８に届出確認のフロー

を示す。例えば、用途のコード０７、ばく露作業の種類コード

４２、４６などが塗料製品に関係が深い。

　4.5  毒物及び劇物取締法（毒劇法）

　毒物及び劇物取締法は、毒物や劇物について、保健衛生

上の見地から必要な取締を行うことを目的として１９５０年に

制定された。毒物や劇物に指定されると、製造、輸入、販売、

取扱等が厳しく規制される。弊社では塗料製品への毒物の

使用を禁止している。

　劇物を取り扱う場合には、劇物の容器及び被包に、「医薬

用外」の文字と白地に赤色の「劇物」の文字を表示しなけれ

ばならない。またそれらの名称、成分及びその含量の表示が

義務付けられているほか、ＭＳＤＳの添付も義務付けられて

いる。近年、化学物質情報の見直しから、新たに劇物に指定

されるものが出てきており注意が必要である。

　

５．海外の法動向と対応

　最近は製品のグローバル化が進んでいることから、製品

開発においても海外の法律も視野に入れた対応が要求され

ている。ここでは製品中に含有される特定の微量有害物質

に関する規制と既存化学物質を含めた化学物質管理につい

て簡単に触れる。

　5.1  ＥＵの特定有害物質規制 「ＥＬＶ・ＲｏＨＳ指令」

　ＥＵの指令であるが、製品中に含有する特定の微量成分

に対する規制であるため、欧州に市場を持つ成型品製造
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メーカーはこれらの規制に適合する製品の供給が必須と

なった。規制の内容については『塗料の研究』１４６号
１０）
を

参照していただきたい。特に自動車、家電等では多くの部

品メーカーで塗装されたものを組み立てて最終製品を完成

させることから、それぞれのサプライチェーンを通じた情報

集積が要求される。

　弊社においても、主要顧客である自動車メーカー（ＥＬＶ

の対象）や電気電子機器メーカー（ＲｏＨＳの対象）の取組み

に呼応し、現行国内法よりも厳しいこれら規制に適合する塗

料の供給体制を構築した。それらの概要を図９に示す。

　具体的には、規制対象製品の明確化、原材料メーカーか

らのエビデンス入手（源流管理）、設計時における確実な法

遵守（フールプルーフを含め、コンピュータシステムによる設

計管理と製造現場への情報提供）、製造工場でのコンタミ

管理（製造工場の囲い込み：専用工場､設備など）、社内分

析手法の確立、出荷管理と継続的な品質保証体制の維持な

どが挙げられる。

　5.2  欧州の化学品規制「ＲＥＡＣＨ」

　２００７年６月には欧州の新しい化学品規制であるＲＥＡＣＨ

が施行された。対象市場はＥＵ諸国のみであるが、ＥＵで

塗装される場合や塗装された製品がＥＵへ輸出される場合

があり、対岸の火事というわけにはいかない。ＲＥＡＣＨの

概要については『塗料の研究』１４９号
１１）
を参照していただき

たい。

　化学物質の流れと登録における流れのモデルを図１０に

示す。輸出する塗料は調剤としての登録が必要であるし、国

内で塗装され塗膜になったものも場合によっては成型品と

しての取扱いが必要になる場合がある。調剤においては自

社を含むサプライチェーンの川上のいずれかで唯一の代理

人を経由して登録するか、輸入者が登録するかのいずれか

が必要になる。また、国内外の川下ユーザーへは高懸念物質

（ＳＶＨＣ ： Substances of Very High Concern）等の情報伝達

が必要になる。

　２００８年６月から始められた予備登録期間も既に終了

した。欧州化学品庁（ＥＣＨＡ）が公表した予備登録リス

ト
１２）
をみると１４万５千件近い物質の予備登録があった模

様である。今後は化学物質情報交換フォーラム（ＳＩＥＦ ： 

Substances Information Exchange Forum）の中で物質の特

定がされ、本登録のステージに進む。今後もＥＵへの輸出ビ

ジネスを継続する場合、塗料製品中の化学物質やポリマー

原料であるモノマー等の登録が必要になる。また、新たに化

学物質単位で１トン以上の販売が見込まれる場合には、①川

上の原料メーカーの登録枠内であることを確認する、②輸入

者が登録を済ませる、③唯一の代理人（ＯＲ）を立て、自社で

登録を済ませるなどの対応が必要になる。一時的にでも輸

出が止まれば顧客に多大な迷惑をかけ、会社の信用を失う

ことになりかねない。一般に登録には多大な費用が必要と

いわれており、サプライチェーンでのコミュニケーションを密

にして計画的に対応することが望まれる。
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　一方、塗料を塗布された製品は成型品（塗膜は成型品の

一部）として扱われ、意図的放出が無い限り登録は不要であ

る。しかし、ＳＶＨＣを含有している場合には届出や、情報伝

達などの対応が必要になる場合があり注意が必要である。

２００８年１０月にはＳＶＨＣとして１５物質が確定され、ＥＣＨ

Ａのホームページに広報された。２００９年１月にはその中から

認可対象の候補物質が選定され、４月までパブリックコメン

トの募集がなされた。ＳＶＨＣについては今後も順次追加が

予定されており目が離せない。サプライチェーンの中間に位

置する者としてタイムリーに情報を伝達することが必要であ

る。

６．おわりに

　化学物質管理政策は、従来の法規制から自主取組みとの

組み合わせによる効果的な手法へ移行しようとしている。そ

れに伴い従来のハザード管理から実情を加味したリスク管

理へとシフトしようとしている。このためにはしっかりとした

基礎データの収集と適正なばく露の評価がカギになると考

えられる。塗料においては、塗料製造～塗装の段階が最も

ばく露の可能性が高いと考えられ、構成要素である多くの化

学物質の有害性情報を把握し、適切に対応することが重要

と考える。一方で塗膜になればばく露の可能性は格段に低

くなるものの、有害性が非常に高い材料については代替を

考えていく必要がある。

　行政にはＲＥＡＣＨ始め世界各国で検討されている化学物

質に関する有害性情報の整理、一元化を進めていただきた

い。おりしも第２回国際化学物質管理会議（ＩＣＣＭ２）がスイ

スのジュネーブで開催されているようである。ＳＡＩＣＭの目

標である、「２０２０年までに人の健康や環境への影響を最小

化した方法で化学物質を生産、使用することを目指す」上で、

それらの情報を効率的に活用し、サプライチェーンを含めた

情報伝達をさらに充実させることが望まれる。
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